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最近の企業設備投資と設備年齢 
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2008年秋に発生した世界同時不況によ

り、輸出に依存した景気拡大を続けてき

たわが国経済は大打撃を受けたが、その

過程では企業設備投資も大きく減少した。

1990年代後半以降のわが国の企業設備投

資行動は輸出の影響を強く受けてきたと

いえる（南（2004a）など）が、まさにそ

の通りの動きになったといえるだろう。 

以下では、最近の企業設備投資の動向

やそれを取り巻く環境について考えてみ

たい。 

 

遅れながらも底入れした企業設備投資 

まず、簡単に近年の設備投資動向を振

り返ってみたい。拡大期間としては戦後

最長となった前回の景気拡大は、07 年 10

月（景気動向指数研究会による暫定的な

設定）で終了したことになっているが、

ほとんどの企業設備投資関連指標もそれ

に前後してピークを迎え、冒頭でも述べ

たように、その後、企業設備投資は大幅

な悪化に見舞われた。なお、08 年度下期

の実質 GDP の悪化率が年率▲12.0％であ

るのに対し、民間企業設備投資は同▲

28.3％となっている。 

一方、内外の政策効果の甲斐あって鉱

工業生産など主要な景気指標は 09 年春

には底入れしたが、それにもかかわらず、

企業設備投資はしばらくの間減少し続け

た。その主因は、需要水準が大幅に落ち

込んだ結果、企業サイドでは資本ストッ

クに対する過剰感が強かったからと推察

される。 

しかし、その後も景気の持ち直し基調

が継続したこともあり、09 年 10～12 月

期には機械受注（船舶・電力を除く民需）

や GDP 統計（民間企業設備投資）がよう

やく前期比プラスに転じるなど、企業設

備投資にもようやく底入れが見られた。 

さりとて、企業設備投資額が低水準と

なっていることは間違いない。最近の財

務省「法人企業統計」からは、わが国企

業の設備投資額が減価償却費を割り込ん

だ状況にあることが見てとれるほか、内

閣府「民間企業資本

ストック統計」から

は、実質資本ストッ

クが前年比割れと

なったことが明ら

かになるなど、企業

の設備投資が本来

あるべき水準より

も過少となってい

る可能性がある。 

図表1．機械受注と民間企業設備投資の動向
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再上昇する製造業の設備年齢 

図表 2 は、わが国民間企業の設備年齢

を製造業・非製造業別に推計したもので

ある（手法は南（2004b）などを参照のこ

と）。このうち、わが国製造業の設備年齢

（ビンテージ）は 05 年をピークに低下し

たが、前述のように設備投資額が減価償

却費や資本減耗分を下回る状況に陥って

いたことを踏まえれば、設備年齢が再上

昇していた可能性が浮上する。 

実際に世界同時不況が発生する前（08

年半ば）まで製造業の設備年齢は低下傾

向が続いたことが見て取れる。これは、

製造業が資本設備の生産性・競争力を高

めるべく、老朽化もしくは不要となった

資本設備の滅却（スリム化）や資本設備

を更新し、質的向上を図ったことなどに

よるものである。経験的に、設備年齢が低

下（＝資本設備の質が向上）すれば設備投

資効率は上昇し、労働生産性が上昇するこ

とが知られているが、実際にこの時期の製

造業では労働生産性の向上が実現している。

しかし、世界同時不況に見舞われた 08 年後

半以降は、設備年齢の低下が止まっており、

09 年度入り後は再び上昇してしまった。 

鳩山内閣では、

10 年 6 月までに

「新成長戦略」を

取りまとめること

になっているが、

少子高齢化が進行

する日本が着実に

経済成長を続けて

いくためには、生

産性向上をさらに

進めることが重要

である。09 年末に

公表された「新成

長戦略（基本方針）」においては、「アジア

経済戦略」が重要な柱として示されたが、

これは「アジアの内需は日本の内需」と位

置づけ、アジアの成長の果実を国内に取り

込もうという考えである。実際に成長著し

いアジアの新興国市場にわが国企業が食い

込むためには、一段と厳しい国際競争を勝

ち抜く必要があるが、そのためには積極的

な新規設備投資と老朽設備の除却といった

スクラップ・アンド・ビルドを行うことで、

設備年齢の再低下を図る必要があるのはい

うまでもない。 

有望産業が国外に流出しないように、ま

た国内において適切な設備投資が投下され

るように、法人税や投資促進策のあり方も

含めて、成長戦略を軌道に乗せるための基

盤作りが政府には求められている。 
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図表2．再び上昇する製造業の設備年齢
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